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１ 公募の趣旨 

川内村室内型村民プールの管理運営について、民間事業者等の専門性や創意工夫 

を活かすことにより、村民サービスの向上と経費の削減を図り、効率的かつ効果的な 

運営を図ることを目的として、平成２８年４月から指定管理者制度を導入しています。 

この指定期間が令和９年３月３１日をもって終了することから、次期の指定管理者と 

なる団体を公募し、管理運営について創意工夫のある提案を募集します。 

 

２ 施設の名称、目的、所在地、その他当該施設の概要 

（１）施設の名称 

川内村室内型村民プール（以下「村民プール」という。） 

 

（２）目的 

四季を通じて村民のふれあいの場を提供し、健康の保持増進を図ることを目的と 

しています。 

 

（３）所在地 

川内村室内型村民プール 川内村大字下川内字宮渡１８－１番地 

 

（４）施設の概要 

【 村民プール 】 

 鉄骨造一部２階建 建築年 平成２７年  

 延べ床面積 １，５６８．０５㎡ 

 敷地面積 ３，１５６．７６㎡ 

   

【 １階 】 ２５ｍプール （６コース） ６８９．６５㎡ 

 幼児用プール １５０．０６㎡ 

 軽運動室 ７５．５２㎡ 

 更衣室（男） ２２．１６㎡ 

 更衣室（女） ２２．４３㎡ 

 採 暖 室 ７．７０㎡ 

 監 視 室 １０．７６㎡ 

 医 務 室 ９．８４㎡ 

 休 憩 室 ６．５６㎡ 

 道 具 室 １３．１２㎡ 

 物 入 れ ３．４４㎡ 

 ロ ビ ー ４５．３８㎡ 

   

【 ２階 】 ホ ー ル ４０．３０㎡ 

 更衣室（男） ８．７５㎡ 

 更衣室（女） ８．７５㎡ 

 倉 庫 ８．７５㎡ 

 ミーティング室 ９１．４９㎡ 

 

 

 



３ 指定管理者が行う管理の基準及び業務の範囲 

（１）管理の基準 

ア 川内村室内型村民プール設置条例（平成２７年条例第３４号。以下「村民プール 

条例」という。）並びにその他関連法令を遵守してください。 

   イ 開館時間は、次のとおりとします。 

午前９時３０分から午後８時３０分まで 

   ウ 休館日は、次のとおりとします。 

（ア）毎週木曜日（その日が休日にあたるときは、その翌日） 

（イ）年末年始（１２月２９日から翌年１月３日まで） 

   エ 指定管理者は、川内村情報公開条例の適用について、川内村情報公開条例 

（平成１４年条例第３号）の規定に基づき、その保有する情報の公開を行うための 

必要な措置を講じることとします。 

   オ 指定管理者は、川内村個人情報保護条例の適用について、川内村個人情報保護 

条例（平成１５年条例第９号）の規定に基づき、公の施設の管理を通じて取得する 

個人情報を保護するために、必要な措置を講じることとします。 

   カ 指定管理者は、川内村行政手続条例の適用について、施設を使用する者の申請 

に対して、使用の許可を行う場合は「行政庁」として川内村行政手続条例（平成８年 

条例第８号）の適用を受けることになります。 

   キ 業務の委託 

指定管理者は、本業務の全部を第三者に委託し、又は請け負わせることはでき 

ません。ただし、業務の一部について、あらかじめ教育委員会が認めた場合はこの 

限りではありません。 

（２）業務の範囲 

ア 村民プールに関する業務（村民プール条例第１４条） 

イ 利用料金の徴収に関する業務 

ウ 前各号に掲げるもののほか、教育委員会のみの権限に属する事務を除く業務 

 

４ 自主事業 

   指定管理者は、施設の設置目的に沿えば、自ら考案した事業（以下「自主事業」と 

いう）を実施することにより、収入を得ることができます。自主事業については、水泳事業 

と健康体操事業を年間で１０教室以上実施することとします。自主事業に要する経費に 

ついては、指定管理料の中に含めるものとします。 

 現在、軽運動室を活用したトレーニングジム事業を実施しています。現在設置している 

トレーニング機器と同等以上の機材を設置し、トレーニングジム事業を実施することとし 

ます。 

 

５ 指定期間 

   令和９年４月１日から令和１４年３月３１日までの５年間とします。 

 

６ 指定管理料 

   指定管理料の作成にあたっては、以下の事項を踏まえて作成してください。 

※ 消費税率１０％で積算してください。 

※ 修繕費・光熱水費は精算項目とします。収支計画書作成にあたっては、下表に 

示す金額を計上してください。 

 



項   目 
金 額 （消費税込） 

令和９年度～令和１３年度 

修繕費 ５００千円／年 

光熱水費 １４，０００千円／年 

 

７ 利用料金 

（１）利用料金制の採用 

     地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第８項に規定する利用料金 

制度を採用します。 

（２）利用料金の決定 

     利用料金については、「村民プール条例」に示す金額を上限として、指定管理者が 

定めることができます。この場合において、指定管理者はあらかじめ当該利用料金に 

ついて教育委員会の承認を受けなければなりません。 

 なお、利用料金は消費税込みの額とします。 

（３）利用料金の収入 

     利用料金は指定管理者の収入とします。 

（４）利用料金の免除 

     村民プール条例の定めるところに従い、利用料金を免除できるものとします。 

    なお、実施にあたっては教育委員会の承認が必要となります。 

    その他、教育委員会からの承認を受けた者。 

（５）保育園、学校等の利用 

     村民プールは保育園、小中学園等の授業で利用するため、管理運営にあたり保育 

園、小中学園等の利用が優先となり、授業等で使用するコースの一般利用はできな 

いものとします。保育園、小中学園等の授業等で利用する場合は利用料金の徴収 

はしないものとします。 

 

８ リスク分担 

指定期間内における主なリスクについては、以下のリスク分担表を基本として対応す 

るものとします。 

リスク分担表 

種類 内容 教育委員会 指定管理者 

施設の修繕等 

施設、機器等の破損対応 ※１ 協議事項 

管理上の瑕疵によるもの  ○ 

火災保険への加入 ○  

不可抗力 
自然災害等による業務の変更、中止、 

延期  ※２ 
協議事項 

物価変動 
人件費、物品費等物価変動に伴う経費の

増加への対応 
 ○ 

金利変動 金利の変動に伴う経費の増加への対応  ○ 

税制の変更 税制の変更に伴う経費の増加への対応 ○  

需要の変動 
利用者の減少に伴う利用料金の減収、 

費用増加への対応 
 ○ 

苦情等の対応 周辺地域、施設利用者等への対応  ○ 



 

 
   

    

法令の変更 
施設管理、運営に影響を及ぼす法令変更 ○  

指定管理者に影響を及ぼす法令変更  ○ 

第三者への賠償 

施設の維持管理、運営においてして管理

者の責に帰すべき事由により、第三者に

損害を与えた場合 

 ○ 

損害賠償 

施設、機器の不備又は施設管理上の瑕

疵による事故に対応するため、リスクに応

じた保険に加入 

 ○ 

 
※１ ・施設の運営に伴う施設、機器、備品等の日常的な補修・修繕、更新等は、指定管理 

者が行うこととします。 

・補修、修繕等の実施に関する判断は、１件あたり１０万円以下の修繕は指定管理者 

が行い、１０万円を超える修繕は教育委員会が行います。また、費用負担について 

も同様とします。なお、消防法等の法令に関連する補修・修繕は、教育委員会と協 

議を行うこととします。 

※２ ・不可抗力が発生した場合には、速やかに教育委員会に通知するものとします。 

・建物、設備が復旧困難な被害を受けた場合、業務の全部の停止を命じることがあり 

ます。 

・災害発生時に、当該施設が村民の避難場所やボランティアの活動拠点となる場合、 

プールの水を消防利水として利用する場合などについては、災害対応のために業 

務の全部または一部の停止を命じることがあります。 

・不可抗力か否かの判断や費用負担は、指定管理者と教育委員会との間で協議して 

決定します。 

・不可抗力によって発生した損害や対応に要する増加費用については、原則として 

教育委員会の負担とします。 

 

９ 申請要件 

指定管理者は、以下の要件を満たす団体が応募できる（以下「団体等」という。）又は 

その代表者が申請することとします。 

（１）法人であること（個人での申請は不可。） 

（２）申請は、１法人単独での応募とします。（２法人以上の共同事業体での申請は不可。） 

（３）１４に定める現地説明会に参加していること。 

（４）室内プールを指定管理者として３年以上継続した実績を有する団体等であること。 

（５）川内村内又は相双地区内に事務所又は事業所を有していること。 

（５）プールの安全標準指針（平成１９年３月２９日文部科学省・国土交通省決定）で定める 

プール衛生管理者又はプール施設管理士の資格及びプールにおける救助等の資格、 

類似施設における実務経験を有する責任者を配置することができる団体等であること。 

 

１０ 失格要件 

    団体等が次の要件に該当する場合は、その団体等を選定審査の対象から除外します。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当するもの 

（２）地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１１項の規定のより、川内村 

又は他の自治体から「指定管理者に係る業務の全部又は一部を取り消され、その取 

消しの日から２年を経過しないもの」又は「当該取消しを受けた団体等の代表者であっ 



た者が代表者となっている団体等であって、当該取消しのあった日から２年を経過しな 

いもの」 

 

（３）地方自治法第９２条の２、地方自治法第１４２条又は地方自治法第１８０条の５第６ 

項の規定に抵触するもの 

（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条に 

規定する者が役員に就任し、又は経営関与等を行っているもの 

（５）国税及び地方税を滞納しているもの 

（６）川内村の指定手続において、「その公正な手続きを妨げたもの」又は「公正な価格の 

成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合したもの」 

（７）破産者で復権を得ないもの 

（８）申請書類に虚偽又は不正があった場合 

（９）申請者及び申請者の代理人並びにそれ以外の関係者が選定に対する不当な要求 

を行った場合 

（１０）複数の申請書類を提出した場合 

（１１）申請書類受付期限までに所定の書類が整わなかった場合 

（１２）その他不正な行為があった場合 

 

１１ 業務実施に係る確認事項 

（１）事業計画書の提出 

指定管理者は、各年度の開始前に次に掲げる事項を記載した事業計画書を提出 

するものとする。 

ア 業務の実施に関する事項 

イ 施設の利用に関する事項 

ウ 指定管理料の収入支出に関する事項 

エ その他教育委員会が指示する事項 

（２）事業状況報告書の提出 

指定管理者は、毎月１０日までに前月の業務に関する実施状況及び施設の利用状 

況を報告すること。 

（３）事業報告書の提出 

指定管理者は、毎年度終了後６０日以内に次に掲げる事項を記載した事業報告書 

を提出すること。 

ア 業務の実施に関する事項 

イ 施設の利用に関する事項 

ウ 指定管理料の収入支出に関する事項 

エ その他教育委員会が指示する事項 

（４）立入検査 

教育委員会は、業務報告書の確認及び業務実施状況の確認のため、随時施設へ 

立ち入ることができるものとし、指定管理者に対し業務実施状況や収支状況等につい 

て説明を求めることができるものとする。 

 

１２ 指定期間満了以前の指定の取消 

教育委員会は、次の各号に該当する場合には指定管理者に対し指定を取り消し、 

又は期間を定めて業務の全部若しくは一部の停止を命じることができるものとする。 

（１）指定管理者に帰すべき理由による場合 

ア 前記「１０ 失格要件」に該当したとき。 

イ 業務に際し不正行為があったとき。 



ウ 教育委員会に対し虚偽の報告をし、又は正当な理由なく報告等を拒んだとき。 

エ 教育委員会が行った業務の改善勧告に正当な理由がなく応じないとき。 

 

オ 協定書の内容を履行せず、又はこれらに違反したとき。 

カ 手形又は銀行取引停止処分がなされたとき、若しくは支払停止事由が発生した 

とき。 

キ 差押え、仮差押え又は仮処分を受けたとき。 

ク 破産、会社更生、民事再生、会社整理若しくは特別精算その他倒産等に関する 

法律のいずれかの手続きについて、申し立てがなされたとき。 

ケ 当該施設の管理運営に必要な事項の許認可等について、監督官庁から許認可 

の取り消し処分又は停止処分を受けたとき。 

コ その他教育委員会が必要と認めるとき。 

（２）不可抗力発生による場合 

不可抗力（天災、テロ等の人災）が発生し施設が使用不能となった場合、協議の後、 

指定を取り消すことがあります。 

 

１３ 提出書類 

指定管理者の指定申請にあたっては、次の書類を提出してください。 

なお、提出部数は正１部、副１３部（コピー可）とします。 

（１）指定申請書（様式１号） 

（２）宣誓書（様式２号） 

（３）団体概要書（様式３号） 

（４）事業計画書（様式４号） 

（５）収支予算書（様式５号） 

（６）定款、寄付行為又はこれらに類するものの写し及び法人の登記簿謄本 

（７）団体の前事業年度の収支計算書又は損益計算書及び貸借対照表 

（８）役員名簿及び組織に関する事項について記載した書類 

（９）国税及び地方税の納税証明書 

（１０）その他必要な書類 

 

１４ 申請書類の提出期間、提出先、提出方法、募集説明会、質問事項 

（１）提出期間 

令和８年１０月８日（木）から令和８年１０月２３日（金）までとします。 

（２）受付時間 

午前９時から午後５時までとします。 

（３）申請書類の提出先 

川内村教育委員会（旧川内中学校舎内）  担当：藤宮 

（４）提出方法 

持参のうえ提出してください。（郵送等での提出は不可とします。） 

（５）募集説明会の開催 

申請予定者に対して、応募方法、応募書類、指定管理者の業務等についての 

説明会を次により開催します。 

申請予定者は、必ず出席してください。説明会に参加していない団体等からの 

申請は受付ません。 

ア 開催日時  令和８年１０月８日（木） 午後１時３０分から 

イ 集合場所  川内村室内型村民プール 

ウ 参加人数  １団体３名まで 



 

 

 

エ 申 込 み  団体等の名称及び参加者氏名を、令和８年１０月７日（水）午後 

３時までに下記連絡先までメール又はＦＡＸで連絡してください。 

オ 連 絡 先  川内村教育委員会（旧川内中学校舎内） 

〒979-1202 川内村大字下川内字宮渡２９ （担当：藤宮） 

ＴＥＬ ０２４０－３８－３８０６   ＦＡＸ ０２４０－３８－３８０７ 

Ｅ－ｍａｉｌ ： syougai.g@vill.kawauchi.lg.jp 

 

（６）質問事項 

質問がある場合には、様式６号により問い合わせ先にメール又はＦＡＸのみでの 

受付けとします。（電話、来訪などの口頭による質問は受付いたしません。） 

質問は１社１０問までとします。 

質問の受付期間は、令和８年１０月８日（木）から１０月２３日（金）までとし、回答に 

ついては令和８年１０月２６日（月）にメール又はＦＡＸにて回答いたします。 

 

１５ 指定管理者の選定、指定及び協定の締結等 

（１）選定基準 

村民プールにおける指定管理者の選定基準は、村民プール条例第１７条の規定に 

よるものとし、その選定基準は下記のとおりです。 

ア 村民の平等な利用が確保されていること。 

イ 条例の規定により提出した事業計画書の内容が、村民プールの効用を最大 

限に発揮するものであること。 

ウ 条例の規定により提出した事業計画書に沿った管理を安定して行う人員、 

資産その他の経営の規模及び能力を有しており、又は確保できる見込みが 

あること。 

エ 条例の規定により提出した収支計画書の内容が、施設の管理経費の縮減が 

図られるものであること。 

オ その他教育委員会が村民プールの性質又は目的に応じて別に定める基準を 

満たしていること。 

（２）選定方法 

村民プール条例第２３条の村民プールの指定管理者選定審議会により審議します。 

（３）選定結果の通知 

選定結果について、応募者全てに通知します。 

（４）指定手続き及び協定の締結等 

ア 指定管理者の候補者として選定した団体等については、地方自治法の規定 

に基づき、指定管理者として指定する議案を川内村議会に対して提案し、議決 

後に指定管理者として指定します。 

なお、指定する議案を上程前に確定させておかなければならないため、仮協 

定を締結していただきます。仮協定は、議決後教育委員会の指定によって協 

定としての効力が生じることになります。 

イ 指定にあたっては、文章で通知するとともに川内村公告条例（昭和２６年条例 

第１号）の定めるところにより公告します。 

 

１６ 協定の構成 

協定の構成は、管理代行上必要な細部事項を定めた「基本協定」と毎年度指定管理 
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料を定めて締結する「年度協定」の２種類の協定を締結します。 

 

 

協定する主な事項は、次を予定しています。 

（１）事業計画書に記載された事項 

（２）利用料金に関する事項 

（３）村が支払うべき管理費用に関する事項 

（４）管理業務を行うにあたって保有する個人情報の保護に関する事項 

（５）事業報告に関する事項 

（６）指定の取消し及び管理業務の停止に関する事項 

（７）その他教育委員会が別に定める事項 

 

 

１７ 業務の引継ぎ及び準備行為の実施 

指定管理者は、教育委員会の指示により業務開始までに現指定管理者から業務を引 

継ぎ、各業務の習得及び必要な準備行為を行うものとします。また、指定期間終了時に 

次期指定管理者が円滑に施設管理運営業務を遂行できるよう、適正な引継業務を行う 

こととします。 

 

１８ 公募選定のスケジュール 

   公募及び選定のスケジュールは、以下のとおりとします。 

 

内     容 日     時 

募集要項の配布 令和８年１０月 １日（木）～１０月２３日（金） 

募集説明会参加受付 令和８年１０月 １日（木）～１０月 ７日（水） 

募集説明会 令和８年１０月 ８日（木） 

指定管理者指定申請の受付 令和８年１０月 ８日（木）～１０月２３日（金） 

募集に関する質問の受付 令和８年１０月 ８日（木）～１０月２３日（金） 

募集に関する質問への回答 令和８年１０月２６日（月） 

応募書類提出期限 令和８年１０月２６日（月）～１１月１０日（火） 

プレゼンテーション 

※指定管理者候補の決定 
令和８年１１月１１日（水） 

指定管理者指定の議案提出・審査 令和８年１２月上旬 

指定管理者決定の通知、告示 令和８年１２月中旬 

基本協定の締結 令和８年１２月下旬 

引継ぎ業務期間 令和９年 １月～３月 

指定管理者による業務開始 令和９年 ４月 １日より 

 


